
       不 動 産 競 売 申 立 添 付 書 類 等 一 覧 表  (改訂：令和元年９月２７日) 
・個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないでください。 

・申立書及び添付書類は，大型封筒やクリアファイルにひとまとめにして提出してください。 

・申立書には，連絡先の電話番号・ＦＡＸ番号・担当者名を必ず記載してください。 

・当事者目録には，それぞれの所在地・住所に対応する郵便番号を正確に記載してください。 

・利息・損害金につき年３６５日の日割計算特約がある場合は，請求債権目録に必ず記載してください。 

・期間入札で売却できない場合には，開札日の翌日から特別売却を実施する取扱いをしています。「本件不動産につき，入札又は競り売

りの方法により売却しても適法な買受けの申出がなかったときは，他の方法により売却することに異議はない。」旨の文書を提出してく

ださい（申立書に付記しても構いません）。 
 

□ 申立手数料 担保権実行の場合：担保権の数×４，０００円（共同担保の場合は，１つとして数えてください） 

強制競売の場合  ：債務名義の数×４，０００円 

※収入印紙で提出してください（割印・消印はしないでください）。 

 

□ 登録免許税 裁判所から法務局へ差押登記嘱託を行う際に添付する国税です。 

計算方法： ① 請求債権額(元本，確定した利息・損害金の合計)から 1,000円未満を切り捨てる。 

② ①の金額×1,000分の 4(100円未満切り捨て，最低 1000円)。 

※請求債権額が根抵当権極度額を上回っているときは，極度額で算出してください。 

税務署，日本銀行代理店，郵便局等で納付した領収証書を提出してください。 

（３万円以下の場合，収入印紙で提出しても構いません） 

 

□ 不動産登記事項証明書 

     （１か月以内） 

 

目的不動産が建物だけの場合は，その建物が存する土地の登記事項証明書も提出してください。 

土地上に目的外の建物が登記されている場合は，その建物の登記事項証明書も提出してください。

共同担保による申立ての場合は，その目録付きのものを提出してください。 

※工場抵当権で，工場備付機械器具等の３条目録が作成されている場合，同目録も添付してください。 

□ 固定資産公課証明書 所管の市町村役場で当該年度のものを取得して提出してください（評価証明書は不可）。 

□ 法人の登記事項証明書 

    （３か月以内） 

不動産登記事項証明書や債務名義上の住所・氏名と現在の住所・氏名が異なる場合は，それらの

つながりが明らかになるよう，履歴事項証明書や住民票，戸籍の附票等の公文書も提出してくださ

い。 □ 個人の住民票（１か月以内） 

 
□ 続行決定申請書 
 

当該申立てよりも，税官庁・市町村等の差押えが先行している場合に必要です。（迅速手続のため，

開始決定と同時に評価命令を発令することに異議がなければ，その旨を余白に記載してください）。 

【強制競売のみ】 

□ 執行力ある債務名義正本， 

同送達証明書 

更正決定等がある場合は，その正本と送達証明書も提出してください。 

なお，主文の更正の場合は，確定証明書も提出してください。 

 

□ 郵便切手 （９４円） 

  （内訳８４円×１，１０円×１） 

「保管金提出書」等の送付用。受取人払封筒を御準備いただける場合は必要ありません。ただし，相

続代位登記のために書類の返送が必要な場合等は，重量に応じた郵便切手が必要になります。 

 

□ 民事執行予納金 

 

＜予納額の目安＞ 

１～９筆・・・・・５０万 

10～14筆・・・６０万 

15筆以上・・・８０万 

申立書提出後，裁判所から送付する｢保管金提出書｣に記載されている金額を，金融機関又は裁判

所会計課窓口で納付してください。金融機関から裁判所指定の口座に振り込んで予納した場合は，

必要事項を記載した保管金提出書及び保管金受入手続添付書を，速やかに会計課に提出してくだ

さい（提出されないと保管金の納付を確認することができず，開始決定等の競売手続を進めることが

できないので注意してください）。 

※事案により，左記よりも多く予納，または事後に追加納付していただく場合があります。  

※事件終了後，残金の還付手続を迅速に行うため，保管金提出書の｢還付金の振込先等｣欄への記

載をお願いします(この欄への記載がない場合，振込での還付はできません)。 

 

□ その他の添付書類 

  ○ 物件案内図・・・２部(目的物件の所在がわかるもの。目的物件にはマーカー等で印を付けてください) 

  ○ 不動産登記法１４条の地図(ない場合は同条の地図に準ずる書面)  各原本１部，写し１部   ※建物だけの申立ての場合も，建物が 

○ 地積測量図，建物図面・各階平面図                                          存する土地の地図を提出してください 

○ 不動産登記事項証明書の写し・・・２部  ○ 固定資産公課証明書の写し・・・２部 
 
以上に記載したもののほか，事案によっては，別途提出をお願いする書類等があります。 

      問い合わせ先  〒８８０－８５４３ 宮崎市旭２丁目３番１３号 

宮崎地方裁判所民事部不動産執行係  ℡：０９８５（６８）５１３５（直通） 


